
　　

     ◎清算価格の動き
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     ◎先週（～1/4）の値動き

日経225証拠金取引は、「日経225」の数値をもとにした価格（マーケットメーカーが提供する価格）により取引されます。
「日経225」の数値×100円を売買単位（1枚）として取引されます。

日経225証拠金取引は、アップル株急落を受けて米国株が大きく下落したことで一時大
幅安となりましたが、その後米国株が急反発したことで、2週続伸となりました。

NYダウ

日経225証拠金取引は、アップル株急落を受けて米国株が大きく下落したことで一時大幅安となりまし
たが、その後米国株が急反発したことで、週間で1.11％高と2週続伸となりました。2日のNY市場取引
終了後に米アップルが10‐12月期の業績下方修正を発表したことで、3日のNY市場ではアップル株が
10％の急落となり、東京証券取引所が休場の3日の取引で日経225証拠金取引は2.29％安の19477
円まで下落しました。しかし、4日は米中貿易摩擦の解決期待や、強い米12月雇用統計、パウエル米
連邦準備制度理事会（FRB）議長のハト派的発言を好感して米国株が大幅反発したことで、日経225
証拠金取引も3.85％高と大幅に反発し、前週末比1.11％高の20226円で週の取引を終えました。

(注)野田首相（当時）が衆議院の解散を表明した日。
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  下記の表に記載の数値は、「くりっく株365」の取引対象となる株価指数の値を基に算出しています。
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(注)リーマン・ショック（2008年9月15日）の前営業日（12日の金曜日）
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＊本商品は預託すべき証拠金の額に比して取引金額が大きいため、相場次第で差し入れた
   証拠金以上の損失が発生することがあります。
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[取引対象株価指数]
日経平均株価（日経225）
「日経225」は、東証1部上場の
市場を代表する225銘柄で構成
されています。
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◎今週の注目指標・イベント予定

対象国 予　想 前回

日本 52.3

米国 59.0 60.7

日本 3.3

日本 0.0

日本 -0.3%

日本 1兆3099億

日本 51.0

米国 -0.1% 0.0%

有効求人倍率（2018年11月）～1974年1月以来の高水準に並んだ9月をわずかに下回るも高水準が続く

消費者物価指数（CPI） (前月比) 季調値

サービス部門 PMI

全世帯消費支出 (前年比)

指　標　名
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2018年9月配当相当額は、「くりっく株365」の取引時
間帯終了時において、買い建玉を持つ場
合に投資家が受け取り、売り建玉を持つ
場合に投資家が支払うものです。
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＊本商品は預託すべき証拠金の額に比して取引金額が大きいため、相場次第で差し入れた証拠金以上の損失が発生
   することがあります。
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金利相当額は、「くりっく株365」の取引時
間帯終了時において、買い建玉を持つ場
合に投資家が支払い、売り建玉を持つ場
合に投資家が受け取るものです。
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景気先行指数

今月(～1/4）

厚生労働省が12月28日に発表した、2018年11月の有効求人倍率（新規学卒者を除きパートタイムを含む。季節調整済み）は前月
の1.62倍から1.63倍に上昇しました。有効求人倍率は、景気後退期直後の09年8月に0.42倍で底打ちした後に上昇傾向を続けて
います（図表1）。昨年4月にはバブル期のピークである1990年7月の1.46倍を超え、9月は1974年1月の1.64倍以来の高水準に並
びました。10-11月も高水準が続いており、18年1-11月の平均有効求人倍率は1.61倍と、8年連続の上昇となった昨年平均の1.50
倍を上回り、過去最高だった1973年の1.76倍に次ぐ高水準です。正社員の有効求人倍率は調査開始以来の最高を更新した9月
の1.14倍から10月は1.13倍に低下し、11月も1.13倍となりましたが、引き続き高水準が続いています（図表2）。総務省が同日に発
表した11月の完全失業率（季節調整済み）は2.5％と9月の2.3％、10月の2.4％からわずかに悪化しましたが、18カ月連続で3％を
割り込む低水準が続いています。
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* 新規学卒者を除きパートタイムを含む、季節調整値 ** (正社員の月間有効求人数)÷（パートタイムを除く常用の月間有効求職者数）、季節調整済み

出所： 厚生労働省「一般職業紹介状況（2018年11月分）」及び関連統計表より株式会社DZHフィナンシャルリサーチ作成。

（図表1）有効求人倍率*の推移（2008年1月～18年11月） （図表2）正社員有効求人倍率**の推移（2008年1月～18年11月）
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